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対象施設の分類表 建築系公共施設（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象施設の分類表 土木系公共施設 

 

 

 

 

 

 

市民文化系施設 集会施設 集会所、ふれあい会館、生活改善センター、人権啓発センター、交流センター

文化施設 文化センター、ふれあいホール

社会教育系施設 博物館等 郷土博物館、せせらぎ交流館、四万十楽舎、四万十川学遊館、公民館分館

スポーツ・レクリエー スポーツ施設 安並運動公園体育施設、具同体育センター

ション系施設 レクリエーション施設・観光施設 ふるさと案内所、四万十カヌーとキャンプの里かわらっこ、ふれあいの家

保養施設 四万十いやしの里、星星の家、農林漁家健康増進施設、星羅四万十

産業系施設 産業系施設 食肉センター、縫製共同作業場、四万十ヒノキの家、卸売市場、道の駅「よって西土佐」

学校 小学校、中学校

その他教育施設 スクールミール

幼保・こども園 保育所

幼児・児童施設 児童館、学童保育施設、子育て支援センター

保健・福祉施設 高齢福祉施設 ケアハウス・にしとさ、デイ・サービスセンター、老人憩の家、多目的デイ・ケアセンター、藤の里

保健施設 健康管理センター、保健福祉サテライト

その他社会保険施設 総合福祉センター

医療施設 医療施設 診療所

行政系施設 庁舎等 本庁舎、総合支所庁舎

消防施設 西土佐総合支所消防棟・訓練棟、屯所

その他行政系施設 防災活動拠点施設、津波避難タワー、防災センター、防災コミュニティセンター

公営住宅等 公営住宅等
公営住宅、改良住宅、特定公共賃貸住宅、山間地域定住促進住宅、教員住宅、
地域おこし協力隊員住宅、医師住宅、市⾧公舎、若者住宅、移住支援お試し住宅

公園 公園 仲瀬公園(交通教室)、間伐材利用拡大施設、公園内公衆トイレ・東屋等

供給処理施設 供給処理施設 衛生センター、クリーンセンター、ストックヤード

農業施設 農業施設 アロエ製品加工施設、四万十農園あぐりっこ、排水機場、総合営農指導拠点施設

その他 その他 公衆トイレ、普通財産施設

学校教育系施設

子育て支援施設

道路 都市計画道路、一級市道、二級市道、その他の市道、林道、農道

橋梁 PC橋、RC橋、鋼橋、石橋等

トンネル トンネル

港湾施設 漁港・港湾 岸壁、桟橋

公園 公園 都市公園、児童公園

その他施設 小学校プール、中学校プール、共同墓地他

道路



 

対象施設の分類表 企業会計施設 

 

 

 

 

対象施設の分類表 土地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地 土地 市有地、借地、遊休地

水道施設 水道施設 上水道施設、簡易水道施設、飲料水供給施設

下水道施設 下水道施設 公共下水道施設、農業集落排水施設、都市下水路

医療施設 医療施設 市民病院



 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

建築系公共施設総括表 

大分類 施設数 延床面積（㎡） 構成比 

市民文化系施設 

社会教育系施設 

スポーツ・レクリエーション系施設 

産業系施設 

学校教育系施設 

子育て支援施設 

保健・福祉施設 

医療施設 

行政系施設 

公営住宅等 

公園 

供給処理施設 

農業施設 

その他 
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参考資料:日常管理を実施する場合の建築・設備の点検項目 
建   物 

構造別 小項目 点検方法等 

構造体の安全について 各種荷重に対するチェック 

①固定荷重 
②積載荷重 
③積雪荷重 
④風圧力 
⑤地震力 
⑥その他荷重（土圧、水圧、移動荷重、建築設備荷重、作業荷重） 

屋根・屋上について 

①防水に対するチェック 
②パラペット 
③ルーフドレン・とい 
④屋上柵・タラップ 
⑤丸環 
⑥金属板葺き屋根 
⑦石綿スレート葺き屋根 

①防水保護塗膜の点検 
②定期的清掃点検 
③定期的清掃点検 
④定期的手入れと点検 
⑤定期的手入れと点検 
⑥早めの点検補修 
⑦暴風雨前後の点検手入れ 

外装仕上げについて 

①吹付け塗装 
②タイル張り 
③石・擬石・テラゾ 
④非鉄金属仕上げ 
⑤鉄部の塗装 
⑥シーリング材 
⑦ガラス 

①定期的な吹付けなおし 
②定期的点検 
③定期的点検 
④定期的清掃と塗り替え 
⑤定期的清掃と塗り替え 
⑥定期的手入れ 
⑦破損点検 

建具について 

①アルミ製建具 
②鋼製建具 
③シャッター・防火扉 
④建具金物 

①定期的点検、パッキン材取替え 
②定期的清掃点検 
③定期的な点検整備 
④締めつけ調整 

内部仕上げについて 

①石・擬石・テラゾ 
②陶磁器質タイル 
③モルタル・コンクリート 
④弾性床材 
⑤板張り・フローリング・ブロック 
⑥カーペット類 
⑦塗装 
⑧壁紙・布張り木材生地 

①～⑧省略 



 

 

（「建築・設備の日常点検項目」建築リニューアル支援協会（ARCA）より引用）

  

建   物 

構造別 小項目 点検方法等 

厨房・浴室・便所など 
水を使用する場所について 

①厨房 
②浴室 
③便所 

①定期的清掃、グリストラップの内部点検 
②使用後の清掃、換気 
③拭き取り清掃 

外構・その他について 
①境界標石 
②排水溝・会所 

①隣接地工事の際注意 
②点検清掃 

設   備 

設備別 小項目 点検方法等 

電気設備について 
①電気主任技術者の選任 
②電気設備の法定 

①建物の電気設備の契約電力が 50KW 以上の場合には電気主任技術
者の選任が必要。 

②非常照明設備・自動火災報知設備などは「建築基準法」「消防法」に基
づく有資格者による定期点検・検査報告などが義務付けられている。 

給排水衛生設備について 
①消火設備 
②給排水衛生 

①消火栓・スプリンクラー設備については「建築基準法」「消防法」に基づき有
資格者による定期的な点検、検査報告などが義務付けられている。 

②運転維持管理について有資格者の選任や検査・点検事項・時期などにつ
いて法令で規制されることがある。 

冷暖房換気設備について 冷暖房換気設備の維持管理 

①ボイラー・冷凍機など法的運転資格者の選任、法的定期検査を受ける。 
②ビル管理法上の対象建物は法に定められた運転資格者の選任が必要。 
③法に基づく換気設備・排煙設備は有資格者による定期点検検査・報告

が義務付けられている。 
④冷暖房換気設備を構成する機器は回転振動などによる摩耗、劣化など

がおきるので定期点検整備が必要。 

昇降機設備について エレベーター・エスカレーターなど 
①「建築基準法」により定期検査報告が義務付けられている。 
②昇降機設備は複雑な制御機構をもった精度の高い機器設備なので、維

持管理は専門技術者に行わせる。 

ガス設備について  ガス漏れ検知装置、その他安全装置については定期的に専門業者の点検
を受ける。 

汚水浄化槽設備について 日常点検・保守 
①消毒液を常にタンクに確保しておく。 
②駆動装置およびポンプ設備は、常時作動させておく。 
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参考資料:公共施設診断の対象となる評価項目（FM 評価手法・JFMES13 マニュアル(試行版)より構成）

記号 評価項目 評価内容 

a. 安全性 
・敷地安全性（耐災害）、建物耐震・耐風・耐雪・耐雨・耐落雷安全性、防火

安全性、事故防止性、防犯性、空気質・水質安全性 

b. 耐久性 ・建物部位（構造・外装など）の耐久性・劣化状況 

c. 不具合性 ・施設各部位（構造・仕上げ・付帯設備・建築設備）の不具合性 

d. 快適性 ・施設快適性（室内環境・設備）、立地利便性 

e. 環境負荷性 ・施設の環境負荷性（省エネ、有害物質除去など） 

f. 社会性 ・地域のまちづくりとの調和、ユニバーサルデザイン（バリアフリー化） 

g. 耐用性 ・経過年数と耐用年数、変化に対する追随性、計画的な保全・大規模改修 

h. 保全性 ・維持容易性、運営容易性、定期検査の履行 

i. 適法性 ・建築法規、消防法、条例 

j. 情報管理の妥当性 ・情報収集、情報管理、情報利活用 

k. 体制・組織の妥当性 ・統括管理体制、管理体制、トップマネジメントへの直属性 

l. 顧客満足度 ・顧客満足度、職員満足度 

m. 施設充足率 ・地域別施設数量の適正性、用途別施設数量適正性、余剰スペース 

n. 供給水準の適正性 ・供給数量適正性（敷地面積、建物面積など） 

o. 施設利用度 ・施設利用率、空室率 

p. 点検・保守・改修コストの適正性 ・点検・保守費、清掃費、警備費、改修費・大規模改修費、更新費 

q. 運用コストの適正性・平準化 ・運用費、水道光熱費 

r. ライフサイクルコストの適正性 ・ライフサイクルコスト 

 

 

 

 

 
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参考資料:適法性の主な管理項目 

適

法

性

管

理 

関連法規 

適法性 

建物に関する法令 
建築基準法、耐震改修促進法、品確法、学校保健安全法、医療法、
児童福祉法、駐車場法、文化財保護法、建築物管理法、労働安全衛
生法 

消防に関する法令 消防法 

条例に関する法令 条例 

環境に関する法令 廃棄物処理法、グリーン購入法、省エネルギー法、公害防止法 

不動産に関する法令 不動産登記法、宅地建物取引業法、借地借家法 

定期検査の

履行 

建物定期検査 
消防用設備等点検、昇降機定期検査、水質・水道施設の検査、空気

質検査、特殊建築物の定期検査 

建築設備定期検査 
建築設備の定期検査、ガス消費機器の調査、電気工作物の調査、自
家用電気工作物の点検 

 



 

参考資料:施設の安全確保に係る項目（FM 評価手法・JFMES13 マニュアル(試行版)） 
評価項目 

内 容 
大項目 中項目 小項目 

安全性 

敷地安全性 

自然災害回避性 

地震災害 ・液状化・活断層の有・無 

土砂災害 ・警戒区域・特別警戒区域の有・無 

浸水災害 ・水害危険区域・津波高潮浸水区域の有・無 

敷地安全対応策 

地盤安定性 ・地盤沈下・地盤崩壊・湿潤地域の有・無 

緊急自動車接近 ・道路幅 

地盤調査結果 ・軟弱地盤・盛土・埋立地の有・無 

危険物の種類 ・消防法危険物（1 類・2 類・3 類）の有・無 

保安距離 ・危険物から 50m 以内、200m 以内 

建物安全性 

構造安全性 
基礎の安全性 ・基礎の安全要件の満足度 

常時床荷重 ・許容積載荷重・超過 

耐震安全性  

建設年 ・1981 年 6 月以前 

耐震診断 ・Is 値＞0.6 /0.6＞Is 値＞0.3 /0.3＞Is 値 

耐震補強 ・要・不要 

耐震等級 ・等級  

免震、制震 ・有・無 

耐風安全性 耐風等級 ・等級  

対水安全性 浸水対策 ・浸水に対する安全要件の満足度 

対落雷安全性 避雷針 ・落雷に対する安全要件の満足度 

火災安全性 

耐火安全性 延焼防止 ・外壁・屋根の防火性能 

避難安全性 避難路確保 ・避難路確保 

消火安全性 消火活動・経路確保 ・非常用進入口・窓先空地・防火設備・防火用水確保 

生活環境 
安全性 

空気質安全性 
空気質測定 ・有・無 ・飛散性・非飛散性のアスベスト排除状況 

空気質安全性の確保 ・ホルムアルデヒド・トルエン・キシレン・エチルベンゼン・スチレン 
放散速度 

水質安全性 
水質検査 ・有・無 

水質安全性の確保 ・水質安全性の確保に対する安全要件の満足度 

傷害・損傷防止性 

転倒・転落防止性 ・転倒・転落防止に対する安全要件の満足度 

落下物防止性 ・落下物防止に対する安全要件の満足度 

危険物の危険防止性 ・危険物の危険防止に対する安全要件の満足度 

有害物質排除性 
アスベスト排除 ・飛散性・非飛散性のアスベスト排除状況（年代･部位） 

PCB 排除 ･トランス・蛍光灯・シーリングから PCB 排除状況 
（年代･部位） 



 

フロン・ハロン対策 ・冷媒・断熱材からフロン、消火剤からハロン排除状況 

CCA 対策 ・木造土台の CCA の有・無 

公害防止性 

日照・通風障害防止性 ・日照・通風障害防止要件の満足度 

風害防止性 ・風害防止要件の満足度 

電波障害性防止性 ・電波障害性防止要件の満足度 

騒音･振動・悪臭防止性 ・音･振動・悪臭防止要件の満足度 

障害防止性 ・排気・排熱・排水障害防止要件の満足度 

外構の維持保全 ・外構の維持保全要件の満足度 

評価項目 
内 容 

大項目 中項目 小項目 

耐用性 

耐久性 

耐用年数 
経過年数 ・経過年数の％ 

耐用年数（償却） ・法的耐用年数 

耐久性 

構造材耐久性 ・構造耐用年数（60 年）と築年の差 

外壁・屋根耐久性 ・外壁・屋根耐用年数（40 年）と改修年の差 

付属設備耐久性 ・設備耐用年数（20 年）と改修年の差 

不具合現況 

構造不具合 

基礎・躯体 ・沈下、亀裂、欠損の状況 

土台 ・腐れ、欠損の状況 

柱、梁、壁、床など ・亀裂、脱落、腐食、欠損、肌別れ、ゆるみの状況 

外部仕上不具合 

屋根 ・排水良否、雑草有無、屋上防水層ふくれの状況 

外壁 ・剥落、落下、ひび割れの状況 

窓枠、サッシ、ガラス ・腐朽、ゆるみ、落下、パテ・シーリングの状況 

内部仕上不具合 

天井 ・たるみ、はずれ、亀裂、肌別れ、剥落、落下の有・無 

内壁 ・割れ、剥がれ、変色の有・無 

床 ・割れ、剥がれ、変色の有・無 

付帯設備不具合 
煙突、屋外階段 ・傾斜、亀裂、腐食、剥落、支持金物の緊結状況 

広告塔、吊り看板、他 ・浮き上がり、腐食、ゆるみの状況 

建築設備不具合 

電気設備機器本体 ・亀裂、損傷、さび、腐食、磨耗、ゆるみの状況 

給排水衛生設備機器本体 ・亀裂、損傷、さび、腐食、磨耗、ゆるみの状況 

空調換気設備機器本体 ・亀裂、損傷、さび、腐食、磨耗、ゆるみの状況 

搬送設備機器本体 ・亀裂、損傷、さび、腐食、磨耗、ゆるみの状況 

その他設備機器本体 ・亀裂、損傷、さび、腐食、磨耗、ゆるみの状況 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

⾧寿命化における経過年数と機能・性能の関係（鉄筋コンクリートの場合） 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

診断結果と取組の方向性 

診断結果 
取組の方向性 

施設面 ソフト面（検討項目） 

継続使用 
・⾧期修繕計画の策定 ・効果的かつ効率的な運用を検討 

・計画保全の考えに基づき計画的な維持修繕実施 ・それに伴う改善策を検討 

改善使用 

・⾧期修繕計画の策定 
・計画保全の考えに基づき計画的な維持修繕実施 
・建替え更新時の規模縮小の検討 
・多用途との複合化など、施設の有効活用の検討 
・PPP/PFI の活用等による用途変更 

・利用者増加など、利用状況改善に向けた改
革等を検討 

・利用者ニーズを踏まえ、提供するサービスの充
実や取捨選択を検討 

・運用の合理化を検討 

用途廃止 
・空いた施設の利活用(多用途への変更、民間への貸
与等)の検討 

・用途廃止に代わり、類似民間施設への移転
（サービス転化）等を検討 

施設廃止 

・施設廃止後は、建物解体 ・類似施設への統合を検討 
・他施設との複合化を検討 
・用途廃止に代わり、類似民間施設への移転
（サービス転化）等を検討 ・施設廃止に伴う跡地は原則売却 

 

  



 

 

 

公共施設のコンパクト化の施策

段階 住民サービス水準の変化 行政サービス・施設サービスの考え方 公共施設コンパクト化の施策 

Ⅰ ・住民に負担を求めない初動的取組 ・住民サービスの現状の水準を維持 
・公共施設等の運営の効率化 
・公共施設等の賃貸借 

Ⅱ 
・一定の住民負担を前提とした住民
サービスの質の低下を招かない取組 

※合併市町村では大きな政策課題 

・行政サービス、施設サービスの質の改善
を目指した取組 

・第 1 段階のコンパクト化 

・公共施設等の合築 
・公共施設等の統合 

Ⅲ 
・財政収支見通しに基づいた住民の
負担を伴う取組 

・行政サービス、施設サービスの見直しに
より住民サービスが低下することも想定 

・第 2 段階のコンパクト化 
※住民の理解と合意形成が必要 

・公共施設等の使用制限・使用
料金徴収（受益者負担） 

・公共施設等の減築 
・公共施設等の廃止 

Ⅳ 
・公共団体が果たすべき公共施設管
理の役割を明確化する取組 

・民間主体による公共施設管理 
・第 3 段階のコンパクト化 

・公共施設等維持管理の民営化 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・数量 
・品質 
・コスト 

・維持保全 
・運用管理 
・サービス 

・不動産取得 
・建設 
・ワークプレイス 
・改修工事 

統括 

市の方針 
ビジョン 

 

 

複
合
化
・
用
途
変
更 

統
合
等 

 
評
価 

運営・維持 

総合管理計画 

＜業務サイクル＞ 

出典:総解説ファシリティマネジメントより構成 
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施設名 
延床面積
（㎡） 

所管課 構造 
建築 
年度 

経過 
年数 

耐震 
診断 

耐震 
補強 

 



 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

  
 

 



 

 

施設名
延床面積
（㎡）

所管課 構造
建築 
年度

経過 
年数

耐震 
診断

耐震 
補強

 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 

 

 

 

 

  



 

 

 



 

 

 

  



 

 

施設名
延床面積
（㎡）

所管課 構造
建築 
年度

経過 
年数

耐震 
診断

耐震 
補強

 

 

 

 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

  

 



 

 

施設名
延床面積
（㎡）

所管課 構造
建築 
年度

経過 
年数

耐震 
診断

耐震 
補強

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 

 

 

 

  



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 



 

 

施設名
延床面積
（㎡）

所管課 構造
建築 
年度

経過 
年数

耐震 
診断

耐震 
補強

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 



 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

施設名
延床面積
（㎡）

所管課 構造
建築 
年度

経過 
年数

耐震 
診断

耐震 
補強

 

 

 

 

 

 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

  



 

 

施設名
延床面積
（㎡）

所管課 構造
建築 
年度

経過 
年数

耐震 
診断

耐震 
補強

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

 

  



 

 

施設名
延床面積
（㎡）

所管課 構造
建築 
年度

経過 
年数

耐震 
診断

耐震 
補強

 
 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 



 

②施設一覧表 

施設名
延床面積
（㎡）

所管課 構造
建築 
年度

経過 
年数

耐震 
診断

耐震 
補強

 



 

 

 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 

 

 

 

 

 



 

 

 

  
 

 

 
 

  
  
  
  
  

  



 

②施設一覧表 

施設名
延床面積
（㎡）

所管課 構造
建築 
年度

経過 
年数

耐震 
診断

耐震 
補強

 

⑨



 

 

 

 

 

 



 

 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 

 

 

 

 



 

 

 

  



 

 

施設名 
延床面積
（㎡） 

所管課 構造 
建築 
年度 

経過 
年数 

耐震 
診断 

耐震 
補強 

       



 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

  



 

 

施設名 
延床面積
（㎡） 

所管課 構造 
建築 
年度 

経過 
年数 

耐震 
診断 

耐震 
補強 

 

 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

  



 

 

施設名
延床面積
（㎡）

所管課 構造
建築 
年度

経過 
年数

耐震 
診断

耐震 
補強

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 
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施設名
延床 
面積

（㎡）
所管課 構造

建築 
年度

経過 
年数

耐震 
診断

耐震 
補強

利用 
状況 

※1



 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 

 

 

 

 



 

 

施設分類 施設数 延⾧等（m） 

道路 

市道 

農道 

林道

1,524 路線 

499 路線 

85 路線 

総延⾧ 717,674m 

総延⾧  88,445m 

総延⾧ 141,968m 

 

 

 

施設分類 施設数 延⾧等（m） 

橋梁 649 橋 総延⾧  11,938.70ｍ 

 

 



 

 

施設分類 施設数 延⾧等（m） 

トンネル 9 本 総延⾧   1,742.00m 

 

 

施設分類 施設数 名称 

漁港 3 箇所 

平野漁港 

双海漁港 

名鹿漁港 

 

 

 

 



 

 

施設名 所管課
建築 
年度

経過 
年数



 

 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 

 

 



 

 

 



 

  



 

 

事業名 
計画給水人口

（人） 

計画１日最大給

水量 

（㎥/日） 

延⾧等（ｍ） 

導水管 送水管 配水管 

旧上水道施設 

（１施設） 
24,450 15,677 90 3,295 237,166 

旧簡易水道 

施設 

（22 施設） 

大用 

川登 

佐田 

岩田 

西部統合 

四万十統合 

江川﨑 

口屋内 

⾧生 

藤ノ川 

下方 

橘・津野川 

奥屋内 

江川・半家 

岩間 

大宮統合 

権谷 

奥屋内下 

用井 

方の川 

227 

407 

173 

1,553 

1,369 

1,195 

249 

92 

49 

135 

215 

197 

42 

310 

74 

469 

89 

40 

190 

63 

85 

154 

70 

576 

533 

534 

124 

40 

21 

43 

83 

56 

18 

80 

18 

156 

34 

20 

189 

22 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

54.2 

91.0 

1,385.9 

0.0 

177.0 

1,555.0 

1,118.8 

175.0 

274.6 

142.0 

1,194.0 

0.0 

1,751.0 

839.0 

1,191.0 

439.0 

1,174.0 

5,156 

4,646.0 

1,080.5 

365.3 

0.0 

0.0 

633.0 

5,600.0 

0.0 

1,638.6 

1,079.8 

1,017.6 

0.0 

0.0 

881.0 

0.0 

2,942.0 

11,913.0 

8,676.0 

48,699.0 

343,234.0 

34,801.0 

3,615.0 

5,015.9 

1,094.0 

6,086.6 

3,980.0 

7,292.6 

2,127.0 

19,535.0 

5,234.9 

22,011.9 

3,951.0 

3,596.0 

5,205.9 

3,044.0 

旧飲料水 

供給施設 

（９施設） 

黒尊 

大防 

本村半家 

深瀬 

押谷 

玖木 

3 

32 

35 

18 

25 

14 

2 

16 

15 

8 

11 

6 

890.5 

888.7 

18.0 

106.4 

59.0 

810.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

2,089.1 

1,572.5 

1,132.0 

1,275.2 

2,265.7 

2,540.2 



 

中半 

一の又 

津賀 

32 

37 

72 

18 

13 

417 

973.9 

61.5 

1,147.1 

0.0 

0.0 

0.0 

4,019.2 

1,526.6 

878.2 

 

 



 

 

施設名 延床面積（㎡） 所管課 構造 
建築 
年度 

経過 
年数 

耐震 
診断 

耐震 
補強 

  

 

  

  

  

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 

施設分類 施設数 延⾧等（m） 

下水道施設 

下水道管（公共汚水） 

 

下水道管（公共雨水） 

 

下水道管（農集排） 

都市下水路（雨水） 

汚水処理施設 

雨水排水施設 

マンホールポンプ施設

847 路線 

 

113 路線 

  

174 路線 

2 路線 

3 施設 

4 施設 

21 基 

総延⾧ 

 

総延⾧ 

 

総延⾧ 

総延⾧ 

50,485.70ｍ 

8,850.70ｍ 

11,047.00ｍ 

946.75ｍ 

 



 

 

施設名
延床面積
（㎡）

構造
建築 
年度

経過 
年数 

耐震 
診断

耐震 
補強

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 

 

病院概要施設分類 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

施設名
延床面積
（㎡）

所管課 構造
建築 
年度

経過 
年数

耐震 
診断

耐震 
補強

利用 
状況 

 

 

 

 



 

 

※経過年数により次のとおり色分けをしています。 51 年以上 31 年～50 年 30 年以下 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


